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「令和６年度第１回山口県教育振興推進会議」（書面開催）における 

委員の意見・質問等と県教委の考え方について 

  

■【資料２】山口県教育委員会の事務事業の実施状況係る点検・評価 
 

 意見・質問等 県教委の考え方 

 ①主体的・対話的で深い学びの実現に向けた学習指導の充実 

1 

「個別最適な学び」と「協働的な学び」の

一体的な充実のため、ICT をどのように利活用

する計画であるのかを教えて欲しい。（松野委

員） 

【義務教育課】 

汎用型クラウドサービスは「基盤的な

ツール」とされており、このサービスに

よって、「個別最適な学び」を含む個々の

学習過程を可視化し、共有することが可

能になります。それが「協働的な学び」

との一体的な充実につながると考えてお

り、教員研修や学校訪問等の機会を活用

し、そうした好事例の創出と横展開に努

めていきたいと考えています。 

【高校教育課】 

１人１台タブレット端末を用いて、録

音・録画機能を活用した英語スピーチの練

習や、歴史上の出来事について生徒それぞ

れの切り口から調べる学習など、生徒が自

ら学習を調整する「個別最適な学び」を推

進するとともに、Microsoft Teams などの

汎用型クラウドサービスの活用により、他

の生徒の発表を聞いた後の意見等を共有フ

ァイルに書きこんだり、個々の調べ学習で

分かったことをグループごとにスライドに

共同編集でまとめたりするなど、異なる考

えが組み合わさることでよりよい学びを生

み出す「協働的な学び」を一体的に推進す

ることとしています。そのため、先進事例

を収集、横展開するとともに、教員研修や

指導助言等の機会を捉えて、ＩＣＴ環境の

最大限の活用を推進しています。 

【特別支援教育推進室】 

障害や入院等により通学して教育を受け

ることができない児童生徒や、校内外の学

習活動等への参加が困難な児童生徒が、離

れた場所からでも操作することで体験した

り他者と関わったりすることができるコミ

ュニケーションロボットの導入を進め、協

働的な学びを推進しています。 
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 意見・質問等 県教委の考え方 

2 

推進指標「■コンピューター等の ICT機器を

学級の友達と意見交換する場面で週３回以上

使用する児童生徒の割合」指標とする意味等

を学校はどのように受け止めているか。どの

ような共有があるのか。（静屋委員） 

【義務教育課】 

ＩＣＴは「協働的な学び」を実現させ

るための基盤となるツールであることを

研修会等により学校の理解を促進してい

るところであり、学校においては、この

推進指標がＩＣＴの活用の進捗を測る指

標であることを理解し、１人１台タブレ

ット端末等により学びを深める取組が進

んでいるものと認識しています。共有の

例としては、クラウド上で個々の意見や

学習の状況が可視化されている「共同編

集状態」などが挙げられます。 

 ②読書活動の推進 

1 

乳幼児期からスマホやタブレットなどの電

子メディア接触の早期化、長時間化が進んで

いる。その結果、家庭において親子で絵本を

親しむ時間がかなり少なくなってきている。

乳幼児期において絵本の読み聞かせが親子の

豊かな関係性を育み、心と体にどれだけ栄養

を与えるか、「子ども読書支援センター」な

ど、他の関係機関とも連携してしっかり家庭

に周知し、読書習慣の基礎を促進していただ

きたい。（松永委員） 

【地域連携教育推進課】 

 山口県子ども読書支援センター等と連

携のもと、絵本の紹介や絵本に触れる親

子対象のイベントを実施し、家庭での読

み聞かせ活動の重要性の理解を促進する

とともに、幼稚園等への「絵本の配達

便」や、子どもの発達の段階に応じたお

勧め本の紹介、おはなし会の実施、家庭

における読書活動に関する情報提供を実

施するなど、読書習慣の定着を図ってま

いります。 

2 

推進指標「■学校以外で、月に１冊も本を

読まない児童生徒の割合」･･･推進指標に掲げ

ている意味・価値はどのようなものである

か。学校ではどのような指導がされているの

か知りたい。（静屋委員） 

【地域連携教育推進課】 

読書は、子どもたちが知識や教養を身

に付ける上で重要な契機となるもので

す。 

このため、学校はもとより、家庭での

読書習慣の定着が重要であるため、御指

摘の推進指標により、家庭における読書

習慣の定着に向けた取組の進捗状況につ

いて点検・評価することとしています。 

また、学校においては、各教科等の指

導における関連図書の紹介や読書記録の

蓄積、読んだ本についての交流会など、

様々な機会を捉えて読書指導を行い、読

書に関する子どもの興味や関心を高める

とともに、山口県子ども読書支援センタ

ー考案の図書館探検の手法である「ライ

ぶらり」の活用などにより、児童・生徒

の主体的・対話的な読書活動を推進して

います。 
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 意見・質問等 県教委の考え方 

3 

幼児は読み聞かせを通じて絵本が大好きで

あるが、就学し、学年が上がるにつれて読書

離れが進むのは残念である。小学校低学年か

らの読書習慣の形成が重要であると考える。

読書量と学力の相関があることなど、家庭へ

の読書習慣形成の啓発を図ることも必要では

ないだろうか。（森委員） 

【地域連携教育推進課】 

乳幼児期における読書習慣の定着に向

け、今年度「絵本の配達便」や「親子ふ

れあい絵本レストラン」等を開始したと

ころですが、こうした取組をきっかけと

して、小学校低学年以降も本とふれあう

ことができるよう、子どもを中心に家族

で読書に親しむ「家読（うちどく）」の推

進や、公立図書館等と連携した子どもの

発達段階に応じたお勧め本の紹介、おは

なし会の実施、家庭における読書活動に

関する情報提供の実施などにより、家庭

での読書習慣の形成を図ってまいりま

す。 

 ③学校における人権教育の推進 

1 

「⑪いじめ・不登校等の諸課題への取組の

充実」の施策と連動する面もあると思う。人

権教育に関する時間がカリキュラムなど、き

ちんと確保されているか。（田中委員） 

【人権教育課】 

御指摘のように、いじめや不登校等の

諸課題への解決に向けては、⑪の施策に

連動して、人権尊重の精神の涵養に資す

る人権教育の取組が果たす役割は大きい

と考えています。 

学校における人権教育に関する時間

は、教育課程（カリキュラム）上、教科

等の形式で設定されていないため、小・

中学校では、各教科・「特別な教科 道

徳」、総合的な学習の時間、特別活動

（例：人権教育講演会）等において、高

等学校においても同様に、各教科、特別

活動、総合的な探究の時間等において、

人権教育の目標と各教科等の目標やねら

いとの関連を明確にした上で、人権に関

する意識・態度、実践力を養う人権教育

の活動と指導に取り組んでいます。 
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 意見・質問等 県教委の考え方 

 ④体力向上の推進 

1 

新型コロナ禍の影響や気温の上昇等によ

り、室内で過ごす時間が増えているのではな

いかと危惧している。生涯スポーツの観点か

らも運動好きの児童生徒の割合を増やしてい

くことが望まれる。発達段階に応じた運動好

きの児童生徒を増やす取組とともに、社会体

育との連携も進めていくことが望まれる。（松

野委員） 

【学校安全・体育課】 

運動好きな児童生徒の育成に向けて

は、新型コロナウイルス感染症蔓延によ

る運動・遊び等の活動機会の減少等の影

響から脱却し、子どもたちの運動習慣の

改善へつなげていく必要があります。そ

のためには、体育・保健体育授業の改善

と充実に加え、引き続き、学校と家庭、

地域が一体となった取組を推進していく

必要があると捉えています。 

具体的な取組の一つとして、今年度、

レノファ山口ＦＣと連携し、選手と一緒

に児童生徒や保護者等が新体力テストを

実施や、家庭や地域等でも活用できる子

どもの発達の段階に応じた運動動画を作

成するなどの取組を進めています。 

こうした取組により、授業以外の時間

や家庭、地域においても、運動やスポー

ツに取り組もうとする意識の醸成、子ど

もの運動習慣の改善を図り、体力向上へ

つなげていきたいと考えています。 

 ⑥乳幼児期における教育および保育の充実 

1 

乳幼児の育ちと学び支援センターによるア

ドバイザーやＳＳＷ派遣事業は、教員や保育

士の資質の向上とともに教育・保育の充実に

大変寄与している。今後もアドバイザー等の

充実を望む。（森委員） 

【乳幼児の育ちと学び支援センター】 

本センター及びアドバイザー等訪問の

認知度が上がったこと及び専門分野に係

る幼児教育アドバイザー等の充実から、

園訪問や研修会の講師派遣の依頼が増加

しています。「幼児教育プレアドバイザ

ー」を配置し、次期アドバイザー育成に

も取り組んでおり、今後も充実を図って

まいります。 

2 

小１プロブレム解消の観点からも幼保小の

連携を更に進めていくことが重要である。本

園にも小学校教員が長期研修として１年間派

遣されてきたことがあるが、幼稚園・小学校

の教員双方に大変有意義であった。それ以

降、本園の幼小の連携が深まり、充実した。

今後も幼稚園・保育園へ長期研修を推進、拡

充してほしい。（森委員） 

【乳幼児の育ちと学び支援センター】 

幼児教育・保育長期研修派遣教員が中

心となって架け橋期のカリキュラムの作

成や保幼小の連携を進めています。今後

も保幼小連携の推進役として長期研修の

成果・還元ができるよう、市町教育委員

会及び市町保育主管課と連携・協働を図

ってまいります。 
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 意見・質問等 県教委の考え方 

 ⑦キャリア教育・進路指導の充実 

1 

進路未決定者は進路意識が醸成されていな

いとあるが、自分のやりたいことが分からな

いということか。逆に、進路意識が醸成され

ていると判断するのは、どのような理由によ

るものか。（松野委員） 

【高校教育課】 

進路未決定者については、対人関係や

集団生活に不安を抱えていること、在籍

時に不登校状態にあることなどにより、

教職員の丁寧な個別支援にもかかわら

ず、進学・就職に極めて消極的で、進路

未決定となっており、キャリア教育によ

る進路意識の醸成が十分に進んでいない

状況です。 

また、進学・就職した者については、

進路意識が醸成された結果であると捉え

ています。 

 ⑧教育ＤＸの推進 

1 

教育ダッシュボードの初期段階の構築を完

了したとあるが、完成時はどのようなものを

想定しているのかを教えて欲しい。小中高を

またぐものとか、全県レベルなのか市町レベ

ルなのか、など。（松野委員） 

【教育情報化推進室】 

県立学校（特別支援学校を除く。）にお

いて、令和６年 10 月下旬以降の活用開始

を予定しています。市町立小・中学校と

県立高校をまたぐものは想定していませ

ん。 

 ⑩新たな価値を創造する人材の育成 

1 

「〇大学等と連携した体験的・探究的な学

習活動の推進」とあるが、山口大学でもジュ

ニアリサーチセッションなど、いくつかの取

組を行っている。対象とする高校生の広さ

や、学習内容のレベルなど、これまでと異な

る取組も想定しているのかを教えて欲しい。

（松野委員） 

【高校教育課】 

これまでも、大学等と連携した体験

的・探究的な学習活動の推進について、

サイエンス・キャンプや探究学習成果発

表大会などを中心的な取組として行って

きたところです。 

サイエンス・キャンプについては対象

をすべての県立高校等の生徒とし、探究

学習成果発表大会においては探究科等の

生徒を参加対象として、引き続き実施す

るとともに、来年度の文理探究科の設置

や今年度からのＤＸハイスクール事業も

踏まえ、取組内容のさらなる充実を検討

してまいります。 

 ⑪いじめ・不登校等の諸課題への取組の充実 

1 

不登校児童に対して、通信制高校の多様な

教育機会の充実も必要と考えるが、どのよう

に取り組むのか。（井本委員） 

 

【高校教育課】 

山口松風館高校通信制において、定時

制との連携を図るなど、今後も、通信制

教育の充実を図ってまいります。 
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 意見・質問等 県教委の考え方 

2 

いじめの多いエリアなど、現状を把握され

ているのか。多いエリア等へ様々な投資を行

うなど、戦略的な取組も必要ではないか。（田

中委員） 

【学校安全・体育課】 

いじめの認知件数及び不登校児童生徒

数等は定期的に各学校・市町教委に報告

していただき、現状を把握しているとこ

ろです。 

また、いじめの認知件数及び不登校児

童生徒数の多い学校、地域においてはス

クールカウンセラー・スクールソーシャ

ルワーカーといった専門家の配置時間数

を多くする等、状況に応じて支援してい

るところです。 

3 

不登校の児童生徒が増加している。学校以

外の機関などで相談・指導を受けているとあ

るが、具体的にどのような機関か。また、民

間機関との連携はあるか。（西川委員） 

【学校安全・体育課】 

子どもと親のサポートセンターへの来

所相談及び「２４時間子どもＳＯＳダイ

ヤル」による電話相談など、不安や悩み

を抱える児童生徒及び保護者から相談を

受ける機関を設けているところです。 

また、民間機関とも連携しており、一

部の市町教委では民間のフリースクール

と連携しながら不登校児童生徒の学習機

会の確保等について支援しているところ

です。 

4 

高校生はフリースクール等の受け皿が考え

られるが、小中学生にとっての受け皿はどの

ような状況か。（西川委員） 

【学校安全・体育課】 

小・中学生においては民間のフリース

クールに通級できるだけでなく、教育支

援センターといった校外の教育機関にお

いても学習指導等を受けることができま

す。 

5 

いじめ問題は、個々の先生方の認知力向上

が絶対必要だと思う。認知数が上がることは

必要なことなのだと現場レベルに伝えてほし

い。また、いじめ問題に保護者同士が関わっ

た場合、お互いの不理解が解決を困難にして

いく。対処療法的に、なにかと専門家などに

頼ろうとするのではなく、PTA などの組織が日

常から交流事業をやっていくことが事態悪化

を防ぐ要因になるのではないかと考える。（松

田委員） 

 

【学校安全・体育課】 

いじめ防止対策推進法の定義に基づく

いじめの認知と組織的な取組の徹底を、

管理職・市町教委・教職員を対象とした

研修会及び協議会等で、周知していると

ころです。 

また、いじめ問題については、スクー

ルカウンセラー・スクールソーシャルワ

ーカー等の専門家を活用するだけでな

く、学校運営協議会等でも協議している

ところであり、学校が地域の方々と連携

しながら対応していくことで、いじめ問

題の早期解決につながると考えていま

す。 
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6 

無気力・不安というのは、一保護者から見

たら、聴取者を信用できず本来の理由を言っ

ていないだけじゃないかと思ってしまう。無

気力・不安になった理由があるはず。不登校

の時に自宅でも学べるプログラムを早急に準

備することを願う。 

また、柔軟に考えて前向きな留年をしても

いいのではないかと思う。（松田委員） 

【学校安全・体育課】 

学校は不登校児童生徒及びその保護者と

面談等だけでなく、状況によってはスクー

ルカウンセラーやスクールソーシャルワー

カーといった専門家を活用しながら不登校

の要因を把握しているところです。 

【義務教育課、高校教育課】 

 タブレット端末を活用して学習段階に合

わせた課題を配信したり、適応指導教室に

おける個別指導を実施したりするなど、子

どもの状況やニーズを把握し、状況に応じ

たプログラムを考え、不登校の子どもたち

への対応に努めてまいります。 

5 

新型コロナ禍を経て不登校児童生徒が増加

していることは問題である。（勤務先が属す

る）下松市の中学校でもステップアップルー

ムが開設され効果を上げていると聞いてい

る。ステップアップルームの拡充等個に応じ

たきめ細かな対策を充実してほしい。（森委

員） 

 

【学校安全・体育課】 

令和５年度、県内２２校の中学校にステ

ップアップルームを設置するとともに、サ

ポート教員を配置することで、一定の成果

を上げることができたところです。 

令和６年度は２５校に拡充を図るとと

もに、サポート教員等や未設定校への支

援を行うサポート教員アドバイザーを県

内に１名配置するなど、不登校生徒の支

援や不登校の未然防止に向けた取組の充

実を図ることとしています。 

 ⑫特別支援教育の推進 

1 

公立幼小中高における個別の指導計画作成

率が低下している原因は何か。また、特別支

援を行うにあたって重要な計画だと考えるの

で、作成率を上げる対策は考えているか。（西

川委員） 

【特別支援教育推進室】 

特別支援教育に関する研修機会の増加

や研修の充実等により、通常の学級に在

籍し、特別な教育的支援を必要とする児

童生徒を把握する力がついてきたが、作

成が必要な児童生徒数の増加に対して、

作成数が増加していない状況であると考

えています。その要因として、特に教科

担任制をとっている中学校や高等学校で

は、個別の指導計画に反映するために

は、より多くの教員の理解と協力が不可

欠であるため、校内体制の整備が必要で

あると考えています。 

作成率を高めるためには、全ての教員

が計画の意義や作成の手続き、活用方法

等について理解を深めるとともに、効率

的に作成できるよう、より記載しやすい

計画の様式等についても検討したいと考

えています。 
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 意見・質問等 県教委の考え方 

2 

総合支援学校高等部、就職希望生徒の就職

決定率について、分母の「就職希望生徒」は

「就職可能生徒」になっているのではない

か。山口県の障害者雇用の実態を知るために

も、分母は A型就労 B型就労に進む生徒も含む

数値も同時に示してほしい。（西川委員） 

【特別支援教育推進室】 

ご指摘の分母数については、調査時点

において実際に「就職を希望する生徒」

であり、各学校において生徒や保護者の

意向を確認している人数です。就労継続

支援Ａ型については、事業所との雇用契

約に基づく障害福祉サービスであること

から、Ａ型利用者は就職した生徒数に含

みます。事業所と雇用契約を結ばない就

労継続支援Ｂ型は含めていませんが、次

年度以降の県教委の点検・評価におい

て、Ｂ型利用者数も示してまいります。

なお、調査時点におけるＢ型希望者の決

定率は 100％です。 

3 

少子化にもかかわらず特別支援教育を受け

る児童生徒は増加している。一方で、特別支

援の教室不足・教員不足も耳にする。今の方

向で推進すればするほど、児童生徒数が増加

すると思われるが、山口県として、限られた

リソース・予算の中で、どのような特別支援

教育の道を考えているのか。（西川委員） 

 

 

 

 

【特別支援教育推進室】 

インクルーシブ教育システム構築に向

けた特別支援教育を推進するためには、

通常の学級を含めた全ての学びの場にお

いて、特別な教育的支援を必要とする幼

児児童生徒一人ひとりの教育的ニーズに

応じた指導・支援が行われることが必要

であり、特別支援教育の視点を取り入れ

た授業づくりや学級経営等により、全て

の幼児児童生徒が「わかる」「できる」を

実感できることが重要です。 

そのためには、全ての教員による校内

支援体制の強化や、特別支援教育の視点

を取り入れた授業改善が必要であること

から、管理職をはじめとする全ての教員

の特別支援教育に関する専門性向上に向

けた研修の充実を図る必要があります。 

また、特別な教育的支援を必要とする

幼児児童生徒の教育的ニーズに最も的確

に応える学びの場の決定について、市町

教委と連携した取組を推進してまいりま

す。 
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 意見・質問等 県教委の考え方 

 ⑬多様なニーズに応じた児童生徒への支援の充実 

1 

外国人労働者が増えてきており、外国人労

働者の子どもなど日本語指導のニーズが高ま

っていると感じている。推進指標の進捗が計

画を下回っているが、どのように取り組むの

か。（井本委員） 

【義務教育課】 

対象となる児童生徒が多く在籍する地

域に常勤の日本語指導担当教員等を配置

しています。また、その増員につながる

よう、定数算定基準の見直しを国に要望

しています。 

個別の支援については、今後も日本語

教師有資格者によるオンライン日本語指

導の活用を希望者に実施してまいりま

す。 

2 

「少人数指導や・・・」について、「加配教

員の配置数が減少傾向にあり、教員確保に向

けた取組の一層強化」とあるが、加配教員の

配置数が減少する理由は何か。その理由をど

うすれば解決できると見込んでいるのか。（田

中委員） 

【義務教育課】 

現下の厳しい財政状況及び教員不足の

中、配置数が減少していることが理由で

す。 

市町教委と連携し、年間を通じて臨時

的任用教員の確保や新たな人材の掘り起

こしを推進するとともに、国の動向を注

視し加配教員の配置数の確保に努めてま

いります。 

3 

教員不足から少人数指導や少人数学級の加

配が減となっているのではないだろうか。個

に応じた支援のためにも人材確保に努めてほ

しい。（森委員） 

【義務教育課】 

市町教委と連携し、年間を通じて臨時

的任用教員の確保や新たな人材の掘り起

こしを推進するとともに、国の動きを見

極めながら、加配教員の配置数の確保に

努めてまいります。 

 ⑭地域連携教育の充実 

1 

推進指標の「社会をよくするために何をす

べきか？」について、教育がうまくいってい

るのであれば、この数字は年齢を重ねるごと

に高まっていてもいいのではないか？また、

地域とひとくくりにされても、小学生と中学

生で考える地域の広さは全然違うような気が

する。（松田委員） 

【地域連携教育推進課】 

中学生は、部活動や習い事などの時間

が増えることにより、小学生に比べ地域

と直接かかわる機会が減少することが要

因の一つとも考えられますが、いずれに

しましても、やまぐち型地域連携教育の

取組の一層の充実により、中学生の地域

や社会へ貢献したいという意識が高まる

よう努めてまいります。 

また、中学生は小学生に比べて、活動

範囲が拡がり、捉える地域の広さが違う

こともありますが、小学校で育んだ地域

とのつながりを生かして、中学校におい

ても地域連携の取組の充実に努めてまい

ります。 
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 意見・質問等 県教委の考え方 

 ⑮家庭教育支援の充実 

1 

支援員の具体的な活動内容が把握しにく

い。個人情報もあり家庭の問題もみえにくい

現在、支援員の育成、資質向上の取り組みが

知りたい。必要な人に届くよう、しっかり周

知されると良いと思う。（松永委員） 

【地域連携教育推進課】 

家庭教育支援員の育成に関して、「家庭

教育アドバイザー養成講座」「家庭教育ア

ドバイザー・ステップアップ講座」をは

じめ、家庭教育支援チーム連絡会議を年

間３回、その他、必要に応じて情報交換

会等を行っています。 

また、支援チームを担当している市町

教委においても、独自で研修会や情報交

換会を行っているところです。こうした

取組の情報が、必要な人にしっかり届く

よう、市町教委と連携し周知にも一層努

めてまいります。 

 ⑯部活動改革の推進 

1 

教員の働き方改革の面からも部活動の地域

連携、地域移行の推進は必要であると考える

が、完全移行後に子どもが中学生となる保護

者は、そのイメージがわかないため、不安を

感じているという声を多く耳にする。小学校

等の保護者への一層の周知、啓発の必要性を

感じる。（森委員） 

【学校安全・体育課】 

保護者への理解促進に向けては、部活

動の地域移行の考え方が広く行き渡るよ

う、引き続き、リーフレットの作成・配

布や県ホームページへの掲載等を通じ

て、情報提供に努めてまいります。ま

た、市町においてはそれぞれの実情に応

じた地域移行が進められており進捗状況

に違いがあることから、各市町教育委員

会とも連携し、見通しをもった生徒・保

護者等への周知に努めてまいります。 

 ⑰社会教育の充実 

1 

コミュニティスクールの充実、学校の地域

連携の推進等に社会教育主事の必要性の高ま

りを感じている。社会教育主事の拡充ととも

に教員に対してその有用性や必要性の周知を

一層図っていくことが望まれる。（森委員） 

 

 

 

【地域連携教育推進課】 

社会教育主事の重要性は県教委におい

ても認識しているところであり、これま

でも、社会教育主事講習の受講を支援す

る制度を設けるとともに、校長会等の会

議で社会教育主事の役割・重要性や資格

取得について周知を図ってきたところで

す。今後も様々な機会を活用して周知を

図り、社会教育主事の充実を図ってまい

ります。 
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 意見・質問等 県教委の考え方 

 ⑲文化にふれあい親しむ環境づくりの推進 

1 

推進指標「学校芸術文化ふれあい事業

等・・・」について、このぐらいの時に様々

な文化に触れる機会を大事にしてほしい。年 3

割という目標は低すぎるように感じる。（松田

委員） 

【義務教育課】 

小中学校における教育課程や実態を鑑

みた上で、少なくとも小学校下学年及び

上学年で１回ずつ、中学校３年間で 1回は

文化に触れる機会を確保してほしいと考

え、１年間に３割程度の学校において実

施するという目標を設定しています。 

 ㉓学校における働き方改革の推進 

1 

「市町立学校で同一の統合型校務支援シス

テムの導入」とあるが、その設計方針、つま

りは仕様書作成の考え方があれば教えて欲し

い。（松野委員） 

【教育情報化推進室】 

市町立学校の統合型校務支援システム

については令和６年４月から運用を開始

していますが、仕様書作成の考え方とし

ては、教員の業務改善や児童生徒に関す

る情報の安心・安全な管理、組織の活性

化及び組織間の連携・協力体制の構築等

を実現することを重視しています。 

2 

 

配慮を要する児童生徒の増加、不登校児童

生徒の増加等、個に応じたきめ細かな指導の

充実の必要性がある中、それに必要な教員の

確保は喫緊の課題である。教師の業務のスリ

ム化等、働き方改革を一層進め、教員が児童

生徒と向き合う時間の確保の観点からも、教

員本来の業務以外の業務を支援する支援員の

拡充を図ることが必要と考える。（森委員） 

 

【教職員課】 

引き続き、国に教員業務支援員の定数

化等、制度の充実を求めるとともに、来

年度の予算編成に向け、拡充の検討を行

ってまいります。 

3 

部活動の地域移行など先生方の働く環境は

大きく変化していると思いますし、その方向

性は、本来の仕事に集中していただくための

ものだと思う。時間外労働の削減とともに資

質の向上につながっているのかが知りたい。

（松田委員） 

 

 

 

 

【教職員課】 

中学校の部活動の地域移行について

は、各市町教委と連携し、計画的に進め

ているところです。 

学校における働き方改革に係る様々な

施策を総合的に進めることは、教員が授

業やその準備に一層注力できる環境づく

りに寄与しているものと考えています。 
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 意見・質問等 県教委の考え方 

 ㉔教員確保と教職員の資質能力の向上 

1 

学生のキャリア教育並みに先生方の研修が

必要ではないか。初任者の時にインターンシ

ップをして他業種を知っておくこと等が必要

なではないか。（松田委員） 

【教職員課】 

初任者研修では、新任教員としての実践

的指導力と使命感を養うとともに、幅広

い知見を習得することを目的として、学

校教育以外の視点も取り入れた様々な講

義・演習を実施しています。 

また、中堅教諭等資質向上研修では、

これまでの教職経験を基に、個々の教員

の能力、適性等に応じて３日間の社会体

験研修等を行っているところです。 

2 

教職員のスキルアップが絶対的に必要で、

ボトムアップの施策も必要だが、トップ人材

を作り出す必要性も感じる。（松田委員） 

【教職員課】 

「山口県教職員人材育成基本方針」や

「山口県教員育成指標」の活用により、

キャリアステージに応じた資質能力の向

上を図っています。 

具体的には、ステージ０～２では、「理

解」「実践」「協働」をキーワードとした

資質能力の向上を図り、最上位のステー

ジ３では、様々な校務等における調整

力・指導力など「リーダーシップ」の育

成につながる研修を充実させています。 

3 

すべての時間外労働が悪いのではなく、本

来必要であればしっかりと働いて成果を出し

てほしいと思う。そのためにも、時間外労働

をみなし残業代で支払うのではなく、しっか

りと働いた時間分、労働の対価として受け取

っていただきたい。国がやらないなら県で検

討されてはどうか。先生の確保にもつながる

のではないか。（松田委員） 

【教職員課】 

教職調整額については、法律により教

育職員の職務等の特殊性に基づいて支給

されているものです。 

現在、国において、教職調整額以外に

も、担任手当の創設や、管理職手当の増

額等様々な処遇改善を検討しており、本

県もその動きに遅れることなく対応して

いきたと考えております。 

    

 

■ その他の意見  

   

点検・評価後、各施策において PDCA サイクルを推進する為に今後の展開方向を整理される

事はとても良い事だと感じました。（井本委員） 

これまでの評価に比し、推進指標の進捗率のみで評価する評価方法の方が、根拠がはっきり

としており、客観性の高い評価となっているため、わかりやすい評価報告書となっている。計

画を下回っているものについては、その要因を精査して今後の取組を具体化して実行していく

ことを望む。（森委員） 

    


